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研究成果の概要（和文）：本研究では，租税手続法の国際的側面に関する総合的研究を行いました。ここで総合
的というのは，租税制度を孤立したものとしてとらえるのではなく，関連する法制度に目配りしつつ研究するこ
とを意味します。より具体的には，①国際的フォーラムの動向の巨視的分析，②租税条約上の制度とりわけ情報
交換についての深度ある個別的分析，および，③国内法上の制度との関係に着目した行政・民事・刑事の各種制
度をまたぐ横断的分析，を行い，課税情報の国際的交換に際しての手続保障の必要性などの知見を導きました。

研究成果の概要（英文）：The international aspects of the law of tax procedure were examined in three
 areas. (1) Study on the outputs on the BEPS-related activities and on tax transparency. (2) Study 
on the treaty provisions on the exchange of information, with an emphasis on the significance of 
procedural guarantee. (3) Study on the Japanese domestic law related to tax transparency and 
information disclosure.

研究分野：租税法
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  ３版

平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的には，法制度横断的な観点からアプローチすることによって，租税手続法の国際的側面に関する研究に広
がりをもたせることができました。社会的には，税の透明性を確保するための国際的な動きが進展する中で，今
後の日本法がどう対応すべきかを考えるための材料を提示し，さらに情報交換に際しての通知など手続保障に関
する具体的な提案を行いました。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
⑴ 租税手続法は、「納税者の権利保護」および「税制の適正執行」という目標を有する重要な
分野です。しかし、その国際的側面に関する研究は、相対的にみて立ち遅れていたといってよ
いでしょう。その一つの重要な理由は、「経済がグローバル化しているのに課税がローカルであ
る」という特徴が、租税手続法の領域において特に顕著であったからであると思われます。 
⑵ ところが、とりわけ世界金融危機以降、国際的脱税と租税回避に対する各国市民の意識が
急速に高まり、手続面での国際協力の機運が高まりました。日本国も従来のポリシーを転換し、
多国間税務行政執行共助条約に参加しました。さらに、金融口座情報の自動的交換の枠組みが
国際的に合意され、日本でも 2015 年 3 月の税制改正で共通報告基準が国内法化されました。
ここに至り、行政・民事・刑事の各種制度を横断的に見据えて、条約と国内法を総合的に検討
することが、重要な課題となっていました。 
 
２．研究の目的 
⑴ そこで、本研究では、2013年度から 2015年度にかけて研究代表者として取り組んだ科研
費基盤Ｃ「租税手続法の国際的側面に関する基礎的研究」をさらに一歩発展させる形で、租税
手続法に関する租税条約と国内法の総合的な研究に取り組みました。ここで総合的というのは、
租税制度を孤立したものとしてとらえるのではなく、関連する法制度に目配りしつつ研究する
ことを意味します。 
⑵ より具体的には、次の３つの作業を行うこととしました。すなわち、 
①国際的フォーラムの動向の巨視的分析、 
②租税条約上の制度とりわけ情報交換についての深度ある個別的分析、および、 
③国内法上の制度との関係に着目した行政・民事・刑事の各種制度をまたぐ横断的分析、 
という３つの作業です。 
 
３．研究の方法 
⑴ 主に文献調査の方法によりつつ、内外の専門家との意見交換により知見を確実なものにし
て、検討結果がまとまったところで論文として公表していきました。 
⑵ このことを、３つの作業に即していうと、次のようになります。 
①国際的フォーラムの動向の巨視的分析としては、移転価格の国別報告（Country-by-country 
reporting）に関する文書や、紛争処理手続に関する文書など、OECD/G20 のいわゆる BEPS プロ
ジェクトで公表された租税手続法関連の公的文書を検討しました。また、BEPS プロジェクト後
の不確実性の増大に対応するものとして IMF/OECD の｢租税の確実性(tax certainty)｣に関する
文書を検討しました。 
②租税条約上の制度に関する個別的分析としては、欧州司法裁判所の Sabou 事件（2013 年）以
後、欧州において情報交換に関して手続保障に関する議論がどうなっているかを追いかけつつ、
個別事案に即した形で解釈論上・立法論上の課題を検討しました。 
③国内法上の制度との関係の横断的分析としては、オフショア銀行から盗まれた顧客データを
政府が購入して課税目的に利用することをどう評価するか、マネロン規制との関係で金融口座
の実質的支配者の特定をどのように行うか、納税者情報の公開論の強まりに対してどのように
応接すべきか、といった問題を制度論の角度から検討しました。 
 
４．研究成果 
⑴ 国際的フォーラムの動向の巨視的分析の成果として、２件の論文と１件の書評を公表しま
した。第１に，雑誌論文①「国際課税における手続の整備と改革」では、国際的フォーラムに
おけるとりくみの概要を整理し、国際公法との関係を意識しつつ、紛争処理メカニズムの未発
達のゆえにいまだ枢要な点において国際課税レジームの形成には至っていないことを示しまし
た。 
第２に、OECD/G20 の BEPS プロジェクトのもたらす影響について、各国の専門家との共同研
究として、図書④に収録された論文「Impact of BEPS Actions on Theoretical and Legal 
Frameworks」を公表し、一般的租税回避否認規定が途上国の税務行政に対して広範な裁量を与
えることに警戒すべきであることなどを、英語圏の読者に対して訴えました。 
第３に、IMF/OECD の「租税の確実性」に関する報告書が、租税立法から税務執行に至る広範
な論点を扱っており、注目すべきものと思われましたので、雑誌論文③で書評の形でコメント
しました。 
⑵ 租税条約上の制度に関する個別的分析として、欧州司法裁判所の Sabou 事件以降の議論の
状況を、欧州人権条約との関係で実際の裁判例をもとに実証的に明らかにし、雑誌論文②「課
税情報の交換と欧州人権条約」にまとめました。この論文自体はいくつかの裁判例を扱ったに
すぎませんが、その後、日本の学会でも情報交換について基本権の観点から言及されるように
なり、この時期に問題を提起したことに意義があったように感じています。また、BEPS 防止措
置条約につき、雑誌論文④で紹介し、若干の分析を加えました。 
⑶ 国内法上の制度との関係の横断的分析として、３件の論文を公表しました。第１に，盗難
データの利用可能性などの論点について、刑事法における証拠排除の議論や租税条約等実施特
例法の解釈などに目配りしつつ、日本法の状況を横断的に検討する作業に着手し、図書⑤に所



収された論文「租税手続法の国際的側面」を公表しました。同論文においては、租税条約に基
づく課税当局間の情報交換に際して関係者に通知を行うべきことや、私人による情報収集は違
法であるものの課税当局は合法的にその情報を入手した場合、特段の事情がある場合を除き、
当該情報の使用を課税当局に認めてしかるべきであることなどを論じています。 
第２に、課税目的やマネロン規制目的で法人や信託の実質的支配者を開示させようとする動
きについて、図書②に所収された論文「『グローバルな税の透明性』と信託」で、信託を含む各
種の事業体の背後にいる自然人を特定するための近時の制度展開を整理し、今後の動きを展望
しました。 
第３に、図書①に所収された論文「納税者情報の公開」において、実質的支配者情報をめぐ
るマネロン規制・登記制度・租税制度の交錯や、多国籍企業の国別報告書に関する情報公開論
が生じてきた背景、納税者の申告情報の公開に関する各国立法政策の分岐点と日本の経験の評
価、について意見を述べました。 
（4） なお、図書③に収録された論文「国際課税の制度設計」では、国際課税の分野において
立法管轄権の限界を画する基準そのものが執行管轄権の領域的限界に制約されているという知
見を公表しました。もともと一国の執行管轄権が自国の領域をこえられないところから租税手
続法の国際的側面の諸問題が派生しています。したがって，この知見は本研究と密接に関係し
ており，同論文も広い意味で本研究の成果ということができます。 
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